
東京都市計画地区計画の変更（東京都決定）（案） 

都市計画臨海副都心有明北地区地区計画を次のように変更する。 

名   称  臨海副都心有明北地区地区計画 

位   置 江東区有明一丁目、有明二丁目、有明三丁目及び東雲二丁目各地内 

面   積 約１３０ｈａ 

地区計画の目標 東京の新しい副都心となる臨海副都心を形成していくため、地区の現況と地元の意向を踏まえて、東京２０２０大会の
レガシーをはじめとした多様な機能が集積した複合市街地として質の高い複合空間、都市環境を形成する。 
① 多様な都市生活に対応した居住機能を導入し、良好な住環境の形成を図る。 
② 活気とにぎわいのある市街地の形成に対応した商業・業務機能等の導入を図る。 
③ 有明北地区の個性と快適性を高め、生活の楽しさや豊かさを実感できる成熟した市街地の形成に寄与する文化・レク
リエーション等の機能を整備する。 

④ 東京の国際競争力の強化を目指して、国際展示場や周辺の宿泊施設との連携にも配慮しながらＭＩＣＥ機能の強化を
図り、臨海副都心における交流・宿泊拠点の整備を実現する。 

⑤ 東京２０２０大会のレガシーやウォーターフロントとしての特性を生かして、スポーツや水に親しめる公園等を整備
する。 
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公共施設等の整備の

方針 

① 道路等の整備方針 
（１） 幹線街路放射第３４号線支線１、幹線街路環状第２号線、補助線街路第３１５号線及び都市高速道路晴海線を整備

する。 
（２） 地区内の円滑な交通を確保するため、広域幹線道路に適切に接続した区画道路を整備する。 
（３） 地区内の各施設に対するサービス動線や歩行者動線を確保するため、適切な規模の地区内道路を整備する。 
（４） 臨海副都心全体のオープンスペースの骨格的な空間であるシンボルプロムナードと有明テニスの森公園とを結び、

歩行者ネットワークの形成に当たっては安全で快適な歩行者空間を整備する。 
（５） 街区間・建物間の連絡性の強化と安全性を確保するため、歩行者・車両分離を図り、適切な位置にペデストリアン

デッキなどを整備する。 
（６） 有明北３区域西側の街区では、周辺道路と連携した円滑な交通処理を図る適切な道路ネットワークを整備するとと

もに、地区内及び地区周辺の自動車交通の円滑化に寄与する交通結節点としての機能を担う交通広場の整備を図る。
また、街区の歩行者の積極的なアクセスを誘導するため、適切な歩行者ネットワークを形成する。 

② 公共輸送機関の整備方針 
都心部と臨海副都心とを結ぶ公共輸送機関を整備し、有明北地区の交通利便性を高める。 

③ 公園等の整備方針 
有明北１区域に、東京２０２０大会のレガシーとして、地区居住者、就業者及び来街者が気軽に利用でき、スポーツに

も親しむことのできる公園等を整備し、水と緑のネットワークを形成する。また、有明北３区域西側の街区では、沿道の
緑化やまとまりのある緑豊かなオープンスペース等を整備する。 

④ 供給処理施設の整備方針 
様々な都市活動に対応するため、質の高い複合空間、都市環境の形成に配慮しつつ、適切な供給処理施設の整備を図

る。 
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建築物等の整備の方

針 

① ゆとりとうるおいのある空間を生み出すために、公共の空地と連続した良好な環境を形成する広場状、歩道状の空地
を敷地内に整備する。また、歩行者の水辺や公園・緑地へのアクセスと回遊性を向上させるために、敷地内通路等を結ぶ
歩行者のネットワークの形成を図る。 

② 地区全体の緑化環境、緑のネットワークを形成するために、植栽を積極的に行う。また、環境軸を形成するために、環
状２号線沿道に広がりと厚みをもった豊かな緑を配置する。 

③ 省エネルギー、資源の循環利用等を推進し、環境負荷低減に配慮した市街地環境の形成を図る。 

④  各区域の特性に応じて建築物の高さの最高限度を定めるなど、メリハリのある都市空間を形成する。 

⑤ 魅力ある都市景観を形成するために、ランドマークとなる建築物等を整備するとともに、建築物の形態・意匠等につい
ては、地区全体の調和を図る。 

⑥ 「臨海副都心有明北地区まちづくりガイドライン」及び「同運用細目」を踏まえ建築物等を整備することとし、既存の
物流施設や工場等については、その機能を維持しつつ、地区全体で調和のとれた良好な市街地環境の形成を図る。 
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区 

位     置 江東区有明一丁目、有明二丁目、有明三丁目及び東雲二丁目各地内 

面     積 約１３０ｈａ 

土地利用に関する基

本方針 

本地区を４つの区域に分けて、居住機能、商業・業務機能等の各種機能を各々の区域の特性に応じて適切に配置すること

により、適切かつ良好な土地利用を実現する。 

① 有明北１区域は、緑豊かな「旧防波堤」と海の眺望を活用した、うるおい豊かな居住機能やスポーツ・文化・交流機能

を基本としつつ活力やにぎわいの創出を図る商業・業務機能等がバランスよく複合した市街地を形成する。また、東京２

０２０大会の感動・記憶を形に残すとともに、広く都民がスポーツに親しむことのできる公園を生かして多様な機能を

配置し、東入江の周辺には、まちの活性化やにぎわいの創出を図るため、ウォーターフロントの景観を生かしたスポー

ツ・文化機能やにぎわい機能を配置する。 

② 有明北２区域は、幹線街路環状第２号線沿いを中心に地区の居住者や就業者等の利便性を高める商業･業務機能等を配

置するとともに、都市型の居住機能や都市型工業・流通機能等を適切に配置し、住環境に配慮した良好でにぎわいのある

複合市街地を形成する。 

③ 有明北３区域西側は、一体的な開発の誘導を図ることとして、都市型住宅と地区住民の生活を支える生活利便施設の

立地を図るとともに、多様な来街者が訪れる文化・レクリエーション機能と商業機能を備えた魅力ある施設を導入し、居

住・商業・業務機能等が複合したにぎわいのある市街地を形成する。また、東京の国際競争力強化に向け、サービスアパ

ートメントやアフターコンベンション施設の整備等によってＭＩＣＥ機能の強化を図るとともに、必要となる駐車場及

び駐輪場を整備して、国際展示場や周辺の宿泊施設との連携にも配慮しながら、利便性の高い広域的な交流・宿泊ゾーン

を形成する。３区域東側は、学校等公共公益機能を配置する。 

④ 有明北４区域は、既設の有明テニスの森公園を活用し、都民に開かれたスポーツ・レクリエーション機能を配置すると

ともに、有明南地区の東京臨海高速鉄道国際展示場駅から有明北地区市街地及び親水空間に至る快適な歩行者空間の整

備を図る。また、下水処理場及び清掃工場等を一体的に配置し、クリーンセンターとする。 
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土地利用に関する基

本方針 

⑤ 居住機能の整備に当たっては、地区の現況及び将来の居住者の指向を踏まえ、適切な環境を形成する。 

⑥ 病院・学校等の公共・公益施設等居住機能に関連する施設を居住機能の配置等に配慮して適切に配置する。 

⑦ 魅力ある都市空間を整備するため、水辺や公園と街区内の機能が一体となった市街地整備を図る。 

⑧ 有明北地区全域の計画人口は、居住人口約２８，０００人、就業人口約１５，０００人とする（ただし、計画人口は誘

導水準とする。）。 

主 要 な 公

共 施 設 の

配 置 及 び

規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

道 路 区画道路１号 ３０ｍ 約２３０ｍ ― 新設 

区画道路２号 ２５ｍ 約６３０ｍ ― 新設 

区画道路３号 ２５ｍ 約４４０ｍ ― 新設 

区画道路４号 ２５ｍ 約３３０ｍ ― 新設 

区画道路５号 １５ｍ 約１１０ｍ ― 新設 

区画道路６号 １５ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

区画道路７号 １５ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

区画道路８号 １５ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

区画道路９号 １５ｍ 約１００ｍ ― 新設 

区画道路１０号 １２～１５ｍ 約６２０ｍ ― 新設 

区画道路１１号 １２～１５ｍ 約４６０ｍ ― 新設 

区画道路１２号 １５ｍ 約８０ｍ ― 新設 

区画道路１３号 １５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

区画道路１４号 １５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

区画道路１５号 １５ｍ 約６８０ｍ ― 新設 

区画道路１６号 １５ｍ 約４６０ｍ ― 新設 

区画道路１７号 １５ｍ 約４５０ｍ ― 新設 

公 園 
公園１号 ― ― 約９．７ｈａ 

位置及び面積の変更。面積には幹線街路放射第３

４号支線１下、幹線街路環状第２号線下を含む。 

広 場 宅地内広場１－１号 約４５ｍ 約７５ｍ ― 新設 

宅地内広場１－２号 約１５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

宅地内広場１－３号 約１５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

宅地内広場１－４号 約１５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

宅地内広場１－５号 約１５ｍ 約１３０ｍ ― 新設 
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位     置 江東区有明一丁目、有明二丁目及び有明三丁目各地内 

面     積 約１１６．８ｈａ 

地区施設の

配置及び規

模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

広 場 地区広場１－１号 ― ― 約３００㎡ 新設 

地区広場１－２号 ― ― 約２００㎡ 新設 

地区広場１－３号 ― ― 約２，０００㎡ 新設 

地区広場２－１号 ― ― 約１，１００㎡ 新設 

地区広場２－２号 ― ― 約１，０００㎡ 新設 

地区広場２－３号 ― ― 約３００㎡ 新設 

地区広場２－４号 ― ― 約１，４００㎡ 新設 

地区広場２－５号 ― ― 約１，０００㎡ 新設 

地区広場２－６号 ― ― 約１，０００㎡ 新設 

地区広場２－７号 ― ― 約３００㎡ 新設 

地区広場３－１号 ― ― 約４００㎡ 新設 

地区広場３－２号 ― ― 約２，５００㎡ 新設 

地区広場３－３号 ― ― 約１，８００㎡ 新設 

地区広場３－４号 ― ― 約３，０００㎡ 新設 

その他の

公共空地 

歩道状空地１－１号 ２ｍ 約７０ｍ ― 新設 

歩道状空地１－２号 ４ｍ 約２３０ｍ ― 新設 

歩道状空地１－３号 ２ｍ 約２９０ｍ ― 新設 

歩道状空地１－４号 ４ｍ 約８０ｍ ― 新設 

歩道状空地１－５号 ４ｍ 約２２０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１号 ４ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－２号 ４ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－３号 ４ｍ 約１１０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－４号 ４ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－５号 ４ｍ 約４０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－６号 ２ｍ 約１６０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－７号 ４ｍ 約２００ｍ ― 新設 

歩道状空地２－８号 ４ｍ 約２０ｍ ― 新設 
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配置及び規
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その他の

公共空地 

歩道状空地２－９号 ４ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１０号 ４ｍ 約１８０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１１号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１２号 ４ｍ 約２７０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１３号 ４ｍ 約７０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１４号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１５号 ４ｍ 約１１０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１６号 ４ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１７号 ２ｍ 約１１０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１８号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－１９号 ４ｍ 約１８０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－２０号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－２１号 ４ｍ 約２７０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－２２号 ４ｍ 約６０ｍ ― 新設 

歩道状空地２－２３号 ２ｍ 約６０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１号 ４ｍ 約７０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－２号 ４ｍ 約８５ｍ ― 新設 

歩道状空地３－３号 ２ｍ 約８５ｍ ― 新設 

歩道状空地３－４号 ４ｍ 約１００ｍ ― 新設 

歩道状空地３－５号 ２ｍ 約２００ｍ ― 新設 

歩道状空地３－６号 ２ｍ 約９０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－７号 ２ｍ 約４３０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－８号 ２ｍ 約４３０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－９号 ４ｍ 約５０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１０号 ４ｍ 約５０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１１号 ２ｍ 約２５０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１２号 ４ｍ 約２５０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１３号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１４号 ２ｍ 約１８０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１５号 ４ｍ 約１９０ｍ ― 新設 

歩道状空地３－１６号 ４ｍ 約１５０ｍ ― 新設 
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地区施設の

配置及び規

模 

その他の

公共空地 

歩道状空地４－１号 ４ｍ 約４３０ｍ ― 新設 

歩道状空地４－２号 ２ｍ 約２６０ｍ ― 新設 

歩道状空地４－３号 ２ｍ 約６３０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路１－１号 ５ｍ 約９０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－１号 ８ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－２号 ４ｍ 約７０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－３号 ４ｍ 約５０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－４号 ２ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－５号 ４～５ｍ 約１１５ｍ ― 新設 

歩行者専用通路２－６号 ２～４ｍ 約１６０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路３－１号 １２ｍ 約１６０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路３－２号 ６ｍ 約１６０ｍ ― 新設 

歩行者専用通路４－１号 １３ｍ 約２５０ｍ ― 新設 

歩行者デッキ３－１号 ６ｍ 約５０ｍ ― 新設 

歩行者デッキ３－２号 １０ｍ 約１３０ｍ ― 新設 

緑地１－１号 ２ｍ 約７０ｍ ― 新設。供給処理施設の設備を含む。 

緑地１－２号 ４ｍ 約７５ｍ ― 新設 

緑地１－３号 ４ｍ 約７５ｍ ― 新設 

緑地２－１号 ２ｍ 約８０ｍ ― 新設 

緑地２－２号 ２ｍ 約１４０ｍ ― 新設 

緑地３－１号 ４ｍ 約１１５ｍ ― 新設 

緑地３－２号 ２ｍ 約１９０ｍ ― 新設 

緑地３－３号 ２ｍ 約８０ｍ ― 新設 

緑地３－４号 ４ｍ 約１６０ｍ ― 新設 

緑地４－１号 ４ｍ 約２００ｍ ― 新設。供給処理施設の設備を含む。 

緑地４－２号 ２ｍ 約２６０ｍ ― 新設。供給処理施設の設備を含む。 
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地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区分 

区 域 有明北１区域 

名 称 雨水ポンプ場街区 １-３街区 １-７-Ａ街区  

面 積 約１．１ｈａ 約５．６ｈａ 約２．４ｈａ 約２５．６ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次に掲げる用途の建築

物以外は建築してはなら

ない。 

１）ポンプ場 

２）前号の建築物に附属

するもの 

次に掲げる用途の建築

物以外は建築してはなら

ない。 

１）体育館、観覧場、展示

場、集会場 

２）スポーツの練習場、飲

食店、店舗など、まちの

活性化やにぎわいの創

出に資するもの 

３）前各号の建築物に附

属するもの 

次に掲げる用途の建築

物以外は建築してはなら

ない。 

１）学校 

２）前号の建築物に附属

するもの 

次の各号に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１）建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）別表第２（ほ）項に掲

げる建築物（ただし、建築物に附

属する自動車車庫は除く。） 

２）風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律（昭和２３年

法律第１２２号）第２条第６項各

号に掲げる店舗型性風俗特殊営

業の用に供する建築物 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の２０ ― 

建築物の敷地面積

の最低限度 
０．３ｈａ ２．０ｈａ １．０ｈａ ― 

壁面の位置の制限 

 

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱は計画図に示

す壁面線を越えて建築し

てはならない。ただし、供

給処理施設など公共公益

上必要な設備については

この限りではない。 

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱は計画図に示

す壁面線を越えて建築し

てはならない。ただし、歩

行者デッキ、階段、スロー

プなど円滑な交通ネット

ワークの形成に資する建

築物の部分及びこれらに

附属する壁面緑化等に資

する部分についてはこの

限りではない。 

建築物の外壁又はこれ

に代わる柱は計画図に示

す壁面線を越えて建築し

てはならない。 

― 

7



地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物等の高さの

最高限度 
３０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．

からの高さによる。ただ

し、３０ｍを超える塔屋、

機械室の部分でその部分

の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合は３

５ｍとする。 

５０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．

からの高さによる。ただ

し、５０ｍを超える塔屋、

機械室の部分でその部分

の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合は５

５ｍとする。 

４０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．

からの高さによる。ただ

し、４０ｍを超える塔屋、

機械室の部分でその部分

の水平投影面積の合計が

当該建築物の建築面積の

８分の１以内の場合は４

５ｍとする。 

― 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とする。 

２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠などについて

十分配慮がなされ、良好な都市環境の形成に寄与するものとする。 

地区の

区分 

区 域 有明北２区域 

名 称 ２-１-Ａ街区 ２-２-Ａ街区 ２-３-Ａ街区 ２-３-Ｂ街区 ２-８-Ａ街区  

面 積 
約０．８ｈ

ａ 

約１．２ｈ

ａ 

約２．３ｈ

ａ 

約２．０ｈ

ａ 
約１．０ｈａ 約３１．５ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次の各号に掲げる用途の建築物は建築してはならない。 

１）建築基準法別表第２（ほ）項に掲げる建築物（ただし、建築物に附属する自

動車車庫は除く。） 

２) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第６項各号に掲げ

る店舗型性風俗特殊営業の用に供する建築物 

次の各号に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１）建築基準法別表第２（ほ）項第２

号に掲げる建築物 

２）建築基準法別表第２（り）項第２

号に掲げる建築物 

３) 風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条第６項

各号に掲げる店舗型性風俗特殊営

業の用に供する建築物 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の４５ ― 

建築物の敷地面積

の最低限度 
０．３ｈａ ０．５ｈａ １．０ｈａ ０．５ｈａ ０．１ｈａ 
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地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を越えて建築してはな

らない。 

１ 建築物の外壁又はこれに代わる

柱は計画図に示す壁面線を越えて

建築してはならない。ただし、歩行

者デッキ、階段、スロープなど円滑

な交通ネットワークの形成に資す

る建築物の部分についてはこの限

りではない。 

２ 隣地境界線から建築物の外壁又

はこれに代わる柱までの距離は、

以下のとおりとする。 

（１）建築物の高さが５０ｍ未満の

部分 

後退距離２ｍ以上 

（２）建築物の高さが５０ｍ以上  

１００ｍ未満の部分 

後退距離８ｍ以上 

（３) 建築物の高さが１００ｍ以上

の部分 

後退距離１０ｍ以上 

ただし、以下に掲げるものにつ

いてはその限りではない。 

１) １を含めた壁面後退部分の面

積が敷地面積の１０分の４を超

える敷地の建築物 

２) 物置その他これらに類する用

途に供し、軒の高さが２．３ｍ以

下で、かつ、床面積の合計が５㎡

以内であるもの 

３) 自転車置場（建築基準法施行

令（昭和２５年政令第３３８号）

第２条第１項第２号の規定に基

づき、国土交通大臣が高い開放

性を有すると認めて指定する構

造であるもの） 
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地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物等の高さの

最高限度 
１２０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．からの高さによる。ただし、１２０ｍを超える塔屋、機

械室の部分でその部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１

以内の場合は１２５ｍとする。 

― 

壁面後退区域にお

ける工作物の設置

の制限 
― 

壁面の位置の制限として定められ

た限度の線と道路境界線との間の土

地の区域については、工作物を設置

してはならない。ただし、交通の妨げ

にならず、美しい街並み形成等まち

づくりに資するもの、公益上必要な

ものはこの限りではない。 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とする。 

２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠などについ

て十分配慮がなされ、良好な都市環境の形成に寄与するものとする。 

地区の

区分 

区 域 有明北３区域 

名 称 ３-１-Ａ街区 ３-１-Ｂ街区 ３-１-Ｃ街区 ３-２街区 ３-３-Ａ街区 ３-３-Ｂ街区 

面 積 約７．１ｈａ 約５．３ｈａ 約４．２ｈａ 約２．９ｈａ 約０．８ｈａ 約１．１ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次の各号に掲げ

る用途の建築物は

建築してはならな

い。 

１）建築基準法別表

第２（ぬ）項各号

に掲げる建築物 

２）風俗営業等の規

制及び業務の適正

化等に関する法律

第２条第６項各号

に掲げる店舗型性

風俗特殊営業の用

に供する建築物 

次の各号に掲げる用途の建築物は

建築してはならない。 

１）建築基準法別表第２（ぬ）項第１

号、第２号及び第４号に掲げる建

築物 

２）風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律第２条第６項

各号に掲げる店舗型性風俗特殊営

業の用に供する建築物 

次の各号に掲げ

る用途の建築物以

外の建築物は建築

してはならない。 

１）学校 

２）幼稚園、保育

所、その他これ

に類するもの 

３）前各号の建築

物に附属するも

の 

次の各号に掲げ

る用途の建築物以

外の建築物は建築

してはならない。 

１）学校 

２）保育所 

３）前各号の建築

物に附属するも

の 

次の各号に掲げ

る用途の建築物以

外の建築物は建築

してはならない。 

１）学校 

２）診療所（鍼灸

院、接骨院） 

３）前各号の建築

物に附属するも

の 
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地 
 

区 
 

整 
 

備 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の３２ １０分の３０ 

建築物の敷地面積

の最低限度 

１．０ｈａ 

 ただし、建築基準法第８６条第１項に定める「一の敷地

とみなすこと等による制限の緩和」を適用する区域につい

ては、当該一団地を一の敷地とみなして適用する。 

１．０ｈａ 

 ただし、幼稚

園、保育所、その

他これに類する

ものについては

この限りではな

い。 

０．５ｈａ 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線

を越えて建築してはならない。ただし、次の各号の一に該

当する建築物等はこの限りではない。 

１）歩行者デッキ、階段、スロープ、昇降機など、円滑な

交通ネットワークの形成に資する建築物等の部分 

２）上空に設けられる渡り廊下その他これらに類する通行

の用に供する建築物の部分 

建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線

を越えて建築してはならない。 

建築物等の高さの

最高限度 
１２０ｍ 

 建築物の高さは

Ａ．Ｐ．からの高さ

による。ただし、１

２０ｍを超える塔

屋、機械室の部分で

その部分の水平投

影面積の合計が当

該建築物の建築面

積の８分の１以内

の場合は１２５ｍ

とする。 

７０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．からの高

さによる。ただし、７０ｍを超える

塔屋、機械室の部分でその部分の水

平投影面積の合計が当該建築物の

建築面積の８分の１以内の場合は

７５ｍとする。 

３０ｍ 

建築物の高さ

はＡ．Ｐ．からの

高さによる。ただ

し、３０ｍを超え

る塔屋、機械室の

部分でその部分

の水平投影面積

の合計が当該建

築物の建築面積

の８分の１以内

の場合は３５ｍ

とする。 

５０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．からの高さに

よる。ただし、５０ｍを超える塔屋、機

械室の部分でその部分の水平投影面積

の合計が当該建築物の建築面積の８分

の１以内の場合は５５ｍとする。 
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地 
 
 

区 
 
 

整 
 
 

備 
 
 

計 
 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とする。 

２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠などについて

十分配慮がなされ、良好な都市環境の形成に寄与するものとする。 

地区の

区分 

区 域 有明北４区域 

名 称 ４-２街区 

面 積 約２１．９ｈａ 

建築物等の用途の

制限 

次に掲げる用途の建築物以外の建築物は建築してはならない。 

１）体育館、観覧場、展示場、集会場 
２）店舗、飲食店 
３）事務所 
４）公園の管理・運営に必要なもの 
５）下水道処理施設 
６）前各号の建築物に附属するもの 

建築物の容積率の

最高限度 
１０分の３０ 

建築物の敷地面積

の最低限度 

２．０ｈａ 

ただし、下水道処理施設については、この限りではない。 

壁面の位置の制限 建築物の外壁又はこれに代わる柱は計画図に示す壁面線を越えて建築してはならない。ただし、歩行者デッキ、階段、ス

ロープなど円滑な交通ネットワークの形成に資する建築物の部分及び供給処理施設など公共公益上必要な施設について

は、この限りではない。 

建築物等の高さの

最高限度 

５０ｍ 

建築物の高さはＡ．Ｐ．からの高さによる。ただし、５０ｍを超える塔屋、機械室の部分でその部分の水平投影面積の合

計が当該建築物の建築面積の８分の１以内の場合は５５ｍとする。 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とする。 

２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠などについて

十分配慮がなされ、良好な都市環境の形成に寄与するものとする。 

容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４項第１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱基準（平成１６年３月４日１５都市建市第２８２

号）Ⅱ３（１）の用途に供する部分を除くことができる。 

「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計画の区域、地区の区分、主要な公共施設の配置、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は、計画

図表示のとおり」 

理 由：上位計画の変更に基づき、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、地区計画を変更する。 
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変更概要                                              ※   は変更箇所及び追加箇所を示す。 

名 称 臨海副都心有明北地区地区計画 

事     項 旧 新 
備 

考 

地区計画の目標 東京の新しい副都心となる臨海副都心を形成してい

くため、地区の現況と地元の意向を踏まえて、住宅を中

心とした複合市街地として質の高い複合空間、都市環

境を形成する。 

 

東京の新しい副都心となる臨海副都心を形成してい

くため、地区の現況と地元の意向を踏まえて、東京２０

２０大会のレガシーをはじめとした多様な機能が集積

した複合市街地として質の高い複合空間、都市環境を

形成する。 

 

⑤ 東京２０２０大会のレガシーやウォーターフロン

トとしての特性を生かして、スポーツや水に親しめ

る公園等を整備する。 

上 

位 

計 

画 

の 

改 

定 

に 

伴 

う 

変 

更 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

公共施設等の整備の方

針 

① 道路等の整備方針 
（４） 臨海副都心全体のオープンスペースの骨格的な

空間であるシンボルプロムナードと有明テニスの

森公園とを結び、歩行者ネットワークの形成にあ

たっては安全で快適な歩行者空間を整備する。 

③ 公園等の整備方針 

有明北１区域西側及び水辺に、地区居住者、就業者

及び来街者が気軽に利用できる公園等を整備し、水

と緑のネットワークを形成する。また、有明北３区域

西側の街区では、沿道の緑化やまとまりのある緑豊

かなオープンスペース等を整備する。 

 

① 道路等の整備方針 
（４） 臨海副都心全体のオープンスペースの骨格的な

空間であるシンボルプロムナードと有明テニスの

森公園とを結び、歩行者ネットワークの形成に当

たっては安全で快適な歩行者空間を整備する。 

③ 公園等の整備方針 

有明北１区域に、東京２０２０大会のレガシーと

して、地区居住者、就業者及び来街者が気軽に利用で

き、スポーツにも親しむことのできる公園等を整備

し、水と緑のネットワークを形成する。また、有明北

３区域西側の街区では、沿道の緑化やまとまりのあ

る緑豊かなオープンスペース等を整備する。 
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建築物等の整備の方針 ② 地区全体の緑化環境、緑のネットワークを形成す

るために、植栽を積極的に行う。また、環境軸を形成

するために、環状２号線沿道にひろがりと厚みをも

った豊かなみどりを配置する。 

③ 省エネルギー、資源の循環利用等を推進し環境負

荷低減に配慮した市街地環境の形成を図る。 

② 地区全体の緑化環境、緑のネットワークを形成す

るために、植栽を積極的に行う。また、環境軸を形成

するために、環状２号線沿道に広がりと厚みをもっ

た豊かな緑を配置する。 

③ 省エネルギー、資源の循環利用等を推進し、環境

負荷低減に配慮した市街地環境の形成を図る。 

上 

位 

計 

画 

の 

改 

定 

に 

伴 

う 

変 

更 

再 

開 

発 

等 

促 

進 

区 

土地利用に関する基本

方針 

 

 

 

 

 

 

① 有明北１区域は、緑豊かな「旧防波堤」と海の眺望
を活用した、うるおい豊かな居住機能を基本としつ
つ活力やにぎわいの創出を図る商業機能がバランス
よく複合した市街地を形成する。また、東入江の周辺
には、まちの活性化やにぎわいの創出を図るため、ウ
ォーターフロントの景観をいかしたスポーツ・文化
機能やにぎわい機能を配置する。 

 
 
 
 
③ 有明北３区域西側は、一体的な開発の誘導を図る
こととして、都市型住宅と地区住民の生活を支える
生活利便施設の立地を図るとともに、多様な来街者
が訪れる文化・レクリエーション機能と商業機能を
備えた魅力ある施設を導入し、居住・商業・業務機能
等が複合したにぎわいのある市街地を形成する。ま
た、東京の国際競争力強化に向け、サービスアパート
メントやアフターコンベンション施設の整備等によ
ってＭＩＣＥ機能の強化を図るとともに、必要とな
る駐車場および駐輪場を整備して、国際展示場や周
辺の宿泊施設との連携にも配慮しながら、利便性の
高い広域的な交流・宿泊ゾーンを形成する。３区域東
側は、学校等公共公益機能を配置する。 

⑤ 居住機能の整備にあたっては、地区の現況及び将
来の居住者の指向を踏まえ、適切な環境を形成する。 

⑦ 魅力ある都市空間を整備するため、水辺と街区内
の機能が一体となった市街地整備を図る。 

⑧ 有明北地区全域の計画人口は、居住人口約３８，
０００人、就業人口約１４，０００人とする（ただ
し、計画人口は誘導水準とする）。 

① 有明北１区域は、緑豊かな「旧防波堤」と海の眺望
を活用した、うるおい豊かな居住機能やスポーツ・
文化・交流機能を基本としつつ活力やにぎわいの創
出を図る商業・業務機能等がバランスよく複合した
市街地を形成する。また、東京２０２０大会の感動・
記憶を形に残すとともに、広く都民がスポーツに親
しむことのできる公園を生かして多様な機能を配置
し、東入江の周辺には、まちの活性化やにぎわいの
創出を図るため、ウォーターフロントの景観を生か
したスポーツ・文化機能やにぎわい機能を配置する。 

③ 有明北３区域西側は、一体的な開発の誘導を図る
こととして、都市型住宅と地区住民の生活を支える
生活利便施設の立地を図るとともに、多様な来街者
が訪れる文化・レクリエーション機能と商業機能を
備えた魅力ある施設を導入し、居住・商業・業務機能
等が複合したにぎわいのある市街地を形成する。ま
た、東京の国際競争力強化に向け、サービスアパー
トメントやアフターコンベンション施設の整備等に
よってＭＩＣＥ機能の強化を図るとともに、必要と
なる駐車場及び駐輪場を整備して、国際展示場や周
辺の宿泊施設との連携にも配慮しながら、利便性の
高い広域的な交流・宿泊ゾーンを形成する。３区域
東側は、学校等公共公益機能を配置する。 

⑤ 居住機能の整備に当たっては、地区の現況及び将
来の居住者の指向を踏まえ、適切な環境を形成する。 

⑦ 魅力ある都市空間を整備するため、水辺や公園と
街区内の機能が一体となった市街地整備を図る。 

⑧ 有明北地区全域の計画人口は、居住人口約２８，
０００人、就業人口約１５，０００人とする（ただ
し、計画人口は誘導水準とする。）。 
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再 

開 

発 

等 

促 

進 

区 

主要な公共

施設の配置

及び規模 

種 類 名 称 幅 員 延 長 面 積 備考 名 称 幅 員 延 長 面 積 備 考 

 

上

位

計

画

の

改

定

に

伴

う

変

更 

公 園 

公園１号 ― ― 
約６．

５ｈａ 

位置及び面

積の変更 
公園１号 ― ― 

約９．

７ｈａ 

位置及び面

積の変更。

面積には幹

線街路放射

第３４号支

線１下、幹

線街路環状

第２号線下

を含む。 

広 場 宅地内広場

１－２号 

約４５

ｍ 
約７５ｍ ― 新設 ― ― ― ― ― 

宅地内広場

１－３号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－２号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－４号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－３号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－５号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－４号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－６号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

宅地内広場

１－５号 

約１５

ｍ 

約１３０

ｍ 
― 新設 

地 

区 

整 

備 

計 

画 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 

地区の

区分 

区 域 有明北１区域 有明北１区域 建
築
基
準
法
の
一
部
改
正
に
伴
う
変
更 

名 称 
雨水ポンプ

場街区 
１-３街区 １-７-Ａ街区  

雨水ポンプ

場街区 
１-３街区 

１-７-Ａ街

区 
 

面 積 
約１．１ｈ

ａ 
約５．６ｈ

ａ 
約２．４ｈ

ａ 
約２５．６

ｈａ 
約１．１ｈ

ａ 
約５．６ｈ

ａ 
約２．４ｈ

ａ 
約２５．６

ｈａ 

建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

１）建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の色彩は、原

則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠と

する。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの、また歩行者空間

と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意

匠などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の

形成に寄与するものとする。 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則と

して原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とす

る。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と

調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠

などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の形

成に寄与するものとする。 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区分 

区 域 有明北２区域 有明北２区域 

建 

築 

基 

準 

法 

の 

一 

部 

改 

正 

に 

伴 

う 

変 

更 

名 称 

２-１
-Ａ街

区 

２-２
-Ａ街

区 

２-３
-Ａ街

区 

２-３
-Ｂ街

区 

２-８
-Ａ街

区 
 

２-１
-Ａ街

区 

２-２
-Ａ街

区 

２-３
-Ａ街

区 

２-３
-Ｂ街

区 

２-８
-Ａ街

区 
 

面 積 

約

０．

８ｈ

ａ 

約

１．

２ｈ

ａ 

約

２．

３ｈ

ａ 

約

２．

０ｈ

ａ 

約

１．

０ｈ

ａ 

約３１．５ｈａ 

約

０．

８ｈ

ａ 

約

１．

２ｈ

ａ 

約

２．

３ｈ

ａ 

約

２．

０ｈ

ａ 

約

１．

０ｈ

ａ 

約３１．５ｈａ 

建築物等の用途

の制限 

次の各号に掲げる用途の建

築物は建築してはならない。 

１）建築基準法別表第２

（ほ）項に掲げる建築物

（ただし、建築物に附属す

る自動車車庫は除く。） 
２) 風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律

第２条第６項各号に掲げる

店舗型性風俗特殊営業の用

に供する建築物 

次の各号に掲げる

用途の建築物は建築

してはならない。 

１）建築基準法別表

第２（ほ）項第２

号に掲げる建築物 
２）建築基準法別表

第２（ち）項第２

号に掲げる建築物 
３）風俗営業等の規制

及び業務の適正化

等に関する法律第

２条第６項各号に

掲げる店舗型性風

俗特殊営業の用に

供する建築物 

次の各号に掲げる用途の建

築物は建築してはならない。 

１）建築基準法別表第２

（ほ）項に掲げる建築物

（ただし、建築物に附属す

る自動車車庫は除く。） 
２) 風俗営業等の規制及び業

務の適正化等に関する法律

第２条第６項各号に掲げる

店舗型性風俗特殊営業の用

に供する建築物 

次の各号に掲げる

用途の建築物は建築

してはならない。 

１）建築基準法別表

第２（ほ）項第２

号に掲げる建築物 
２）建築基準法別表

第２（り）項第２

号に掲げる建築物 
３）風俗営業等の規制

及び業務の適正化

等に関する法律第

２条第６項各号に

掲げる店舗型性風

俗特殊営業の用に

供する建築物 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１）建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の色彩は、原

則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠と

する。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの、また歩行者空間

と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意

匠などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の

形成に寄与するものとする。 
 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則と

して原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とす

る。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と

調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠

などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の形

成に寄与するものとする。 
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地 

区 

整 

備 

計 

画 

建 

築 

物 

等 

に 

関 

す 

る 

事 

項 

地区の

区分 

区 域 有明北３区域 有明北３区域 

建 

築 

基 

準 

法 

の 

一 

部 

改 

正 

に 

伴 

う 

変 

更 
名 称 

３-１-Ａ街
区 

３-１-
Ｂ街区 

３-１-
Ｃ街区 

３-２街
区 

３-３-
Ａ街区 

３-３-
Ｂ街区 

３-１-Ａ街
区 

３-１-
Ｂ街区 

３-１-
Ｃ街区 

３-２街
区 

３-３-
Ａ街区 

３-３-
Ｂ街区 

面 積 
約７．１ｈ

ａ 
約５．
３ｈａ 

約４．
２ｈａ 

約２．９
ｈａ 

約０．８
ｈａ 

約１．１
ｈａ 

約７．１ｈ
ａ 

約５．
３ｈａ 

約４．
２ｈａ 

約２．９
ｈａ 

約０．８
ｈａ 

約１．１
ｈａ 

建築物等の用途

の制限 

次の各号
に掲げる用
途の建築物
は建築して
は な ら な
い。 
１）建築基

準法別表
第２（り）
項各号に
掲げる建
築物 

２）風俗営
業等の規
制及び業
務の適正
化等に関
する法律
第２条第
６項各号
に掲げる
店舗型性
風俗特殊
営業の用
に供する
建築物 

次の各号に
掲げる用途の
建築物は建築
してはならな
い。 
１）建築基準法
別 表 第 ２
（り）項第１
号、第２号及
び第４号に
掲げる建築
物 

２）風俗営業
等の規制及
び業務の適
正化等に関
する法律第
２条第６項
各号に掲げ
る店舗型性
風俗特殊営
業の用に供
する建築物 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）幼稚
園、保
育所、
そ の
他 こ
れ に
類 す
る も
の 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）保育
所 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）診療
所（鍼
灸院、
接 骨
院） 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

次の各号
に掲げる用
途の建築物
は建築して
は な ら な
い。 
１）建築基
準法別表
第２（ぬ）
項各号に
掲げる建
築物 

２）風俗営
業等の規
制及び業
務の適正
化等に関
する法律
第２条第
６項各号
に掲げる
店舗型性
風俗特殊
営業の用
に供する
建築物 

次の各号に
掲げる用途の
建築物は建築
してはならな
い。 
１）建築基準法

別 表 第 ２
（ぬ）項第１
号、第２号及
び第４号に
掲げる建築
物 

２）風俗営業等
の規制及び
業務の適正
化等に関す
る法律第２
条第６項各
号に掲げる
店舗型性風
俗特殊営業
の用に供す
る建築物 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）幼稚
園、保
育所、
そ の
他 こ
れ に
類 す
る も
の 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）保育
所 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

次の各
号に掲げ
る用途の
建築物以
外の建築
物は建築
してはな
らない。 
１）学校 
２）診療
所（鍼
灸院、
接 骨
院） 

３）前各
号 の
建 築
物 に
附 属
す る
もの 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１）建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の色彩は、原

則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠と

する。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの、また歩行者空間

と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意

匠などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の

形成に寄与するものとする。 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則と

して原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とす

る。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と

調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠

などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の形

成に寄与するものとする。 
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地区の

区分 

区 域 有明北４区域 有明北４区域 建

築

基

準

法

の

一

部

改

正

に

伴

う

変

更 

名 称 ４-２街区 ４-２街区 

面 積 約２１．９ｈａ 約２１．９ｈａ 

建築物等の形態

又は色彩その他

の意匠の制限 

１）建築物の外壁若しくはこれに代わる柱の色彩は、原

則として原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠と

する。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの、また歩行者空間

と調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意

匠などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の

形成に寄与するものとする。 

１）建築物の外壁又はこれに代わる柱の色彩は、原則と

して原色を避けるなど周辺環境に配慮した意匠とす

る。 
２）屋外広告物は建築物と一体のもの又は歩行者空間と

調和のとれたものとし、設置位置、形態、規模、意匠

などについて十分配慮がなされ、良好な都市環境の形

成に寄与するものとする。 
 

欄外 

容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４項第

１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱基準（平

成１６年３月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３（１）

の用途に供する部分を除くことができる。 

「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計

画の区域、地区の区分、主要な公共施設の配置、地区施

設の配置及び壁面の位置の制限は、計画図に示すとお

り」 

理 由：土地利用転換の動きに併せ、土地の合理的か
つ健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、新たに
地区整備計画を策定することに伴い、地区計画を変更す
る。 

容積率の最高限度には、建築基準法第５２条第１４項第

１号に基づく東京都容積率の許可に関する取扱基準（平

成１６年３月４日１５都市建市第２８２号）Ⅱ３（１）

の用途に供する部分を除くことができる。 

「地区計画の区域、再開発等促進区の区域、地区整備計

画の区域、地区の区分、主要な公共施設の配置、地区施

設の配置及び壁面の位置の制限は、計画図表示のとお

り」 

理 由：上位計画の変更に基づき、土地の合理的かつ
健全な高度利用と都市機能の更新を図るため、地区計画
を変更する。 

上

位

計

画

の

改

定

に

伴

う

変
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東京都市計画地区計画 
臨海副都心有明北地区地区計画   計画図１ 〔東京都決定〕 

この地図は、国土地理院長の承認（平 29国関公第 444 号）を得て作成した東京都地形図（Ｓ＝1:2,500）を使用（４都市基交第 733号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。 

（承認番号）４都市基街都第 213号、令和４年 10月 12日 
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 東京都市計画地区計画 
臨海副都心有明北地区地区計画   計画図２ 〔東京都決定〕 

この地図は、国土地理院長の承認（平 29 国関公第 444 号）を得て作成した東京都地形図（Ｓ＝1:2,500）を使用（４都市基交第 733 号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。 

（承認番号）４都市基街都第 213 号、令和４年 10月 12 日 
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東京都市計画地区計画 
臨海副都心有明北地区地区計画   計画図３ 〔東京都決定〕 

この地図は、国土地理院長の承認（平 29国関公第 444 号）を得て作成した東京都地形図（Ｓ＝1:2,500）を使用（４都市基交第 733号）して作成したものである。無断複製を禁ずる。 

（承認番号）４都市基街都第 213号、令和４年 10月 12日 
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